感　染　症　・　検　査　グ　ル　ー　プ　　　　　　　
１　新型コロナウイルス感染症対策関連事業
（1） 地域外来・検査センター運営事業
予　算　額　　１,１２８，４４３千円
   決　算　額　　   ２８７，３５５千円
有症状者等の検体採取を行う検査場を府内21カ所（大阪府管轄分：13カ所、政令・中核市8カ所）設置した。また、診療所等の医師から紹介を受け、新型コロナウイルスへの感染が疑われる患者の診療・検査を行う地域外来・検査センターを府内47か所（大阪府管：17か所、政令・中核市：30か所）設置した。
（2） 検査調整センター運営事業
予　算　額　　１，８３０，８６２千円
決　算　額　　　　６８７，８６６千円
検査調整センターを設置し、各保健所での受検調整や日々の検査件数の代行入力・集計等を行うとともに、高齢者施設等のクラスター対策として従事者に対する定期PCR検査に関する調整を実施した。

（3） 検査機関への検査分析委託等事業
予　算　額　１５，７３６，６０８千円
決　算　額　  ３，５６０，２７６千円
検体採取場で採取した検体の検査に加え、陽性者が発生した高齢者施設の従事者・入所者等に対する全数検査、通所系の高齢者施設等への定期検査、及び変異株検出のための検査を大阪健康安全基盤研究所や衛生検査所等において実施した。
	検査機関
	大安研
	衛生検査所等12か所
	合計

	件数
	2,083件
	500,603件
	502,686件


（4） 保健所検査体制確保事業
予　算　額　　　１２５，６９３千円
決　算　額　　　　　４，２６３千円
行政検査を実施するため、検査課を設置する茨木・藤井寺・泉佐野保健所をはじめとする府内９保健所の検査用消耗品等を整備した。
（5） 検査体制機能強化事業
予　算　額　　　　２５，９９０千円
決　算　額　　　　１２，４４６千円
　　　共同研究契約に基づき京都大学より貸与された高性能検査機器を、府内医療機関に設置し、それに要する費用を負担することにより、行政検査を実施した。
（6） PCR検査手技研修事業
予　算　額　　　　　２，４０１千円
決　算　額　　　　　　　９０９千円
新型コロナウイルス感染症の診断にかかる検査体制整備を図るために、臨床検査技師等を対象に核酸増幅検査（PCR等）に関する最新の知識や情報、実技訓練を提供する研修を実施した。
（7） PCR検査機器整備事業
予　算　額　１，５４７，３９２千円
決　算　額　１，４８９，３６６千円
新型コロナウイルス感染症の検査体制を拡充するため、診療・検査医療機関が行うPCR検査機器等の整備に対し補助を行った。（補助率１０／１０）
【補助実績】

	補助先
	医療機関数
	補助金額

	病院
	92機関
	1,489,366千円

	診療所
	386機関
	


（8） 診療・検査体制強化事業

予　算　額 　４,８３４,３６６千円
  決　算　額　 ３,１１２,８７４千円
1 年末年始等診療・検査体制確保事業

年末年始等長期休暇期間における診療・検査体制を確保するため、検査を行う医療機関に対し検査実績に応じた協力金を交付した。
【交付実績】
	対象期間
	医療機関数
	交付金額

	GW
	352機関
	375,980千円

	お盆
	565機関
	137,520千円

	年末年始
	586機関
	296,860千円


2 　日曜・祝日等診療・検査体制確保事業
休診となる医療機関が多い日曜日、祝日、年末年始期間等における診療・検査体制を確保するため、診療・検査医療機関に対し開設時間に応じた支援金を交付した。

【交付実績】

	対象期間
	医療機関数
	交付金額

	令和4年6月～令和5年3月
	941機関
	1,165,671千円


3 診療・検査医療機関体制強化事業
夏の感染拡大及び季節性インフルエンザとの同時流行に備え、発熱患者等に対する診療・検査体
制を強化するため、診療・検査医療機関（A型・準A型）に対し開設時間及び検査人数に応じた支援金を交付した。

【交付実績】

	対象期間
	医療機関数
	交付金額

	8月1日～8月31日
	810機関
	278,500千円

	11月28日～2月25日
	975機関
	754,003千円


4 　臨時発熱外来確保事業　
季節性インフルエンザとの同時流行による発熱患者等の増加に備え、市町村・府医師会に対し臨時発熱外来の設置を要請するとともに、要請に応じ開設した医療機関に対し、動線確保や検体採取場所の確保等、発熱患者の受入を行うために必要な設備の整備費用に対する補助金や開設時間に応じた支援金を交付した。
【交付実績】
	
	医療機関数
	交付実績

	臨時発熱外来体制整備費補助金
	57機関
	59,699千円

	臨時発熱外来運営支援金
	127機関
	104,340千円


（９）医療費等公費負担事業
予　算　額　　　　２４，７３４，８１６千円
決　算　額　　　　１５，６８４，３８９千円
新型コロナウイルス感染症に係る医療機関において実施する検査や宿泊・自宅療養者の医療費を助成するとともに、入院勧告を受けた患者の入院医療費の公費負担を行った。
また、患者の入院勧告の要否について、必要な事項を審議するための協議会を開催した。
　　【支払実績】※扶助費のみ

	
	入院
	検査
	外来

	件数
	94,799件
	1,574,993件
	2,348,950件

	金額
	3,811,089,869円
	3,458,980,627円
	8,115,623,452円


（10）スマホ検査センター事業
予　算　額　　　　　　７０４，９９９千円
決　算　額（福祉部、危機管理室にて執行）
高齢者施設や飲食店等における感染拡大を防止するため、少しでも症状がある高齢者施設等の職員・入所者や飲食店の従業員が迅速に検査を申込できるスマホ検査センターを設置した。
（11）無症状者への無料検査事業
予　算　額　　　　３８，７０８，９２０千円
決　算　額　　　　２３，０５１，０８０千円
感染拡大傾向時の知事の要請による検査及び飲食、イベント、旅行・帰省等の経済社会活動において陰性の検査結果の確認を求められている者への検査を無料で実施する事業者を「新型コロナ検査実施事業者」として登録した。また、新型コロナ検査実施事業者に対し、体制整備にかかる費用や検査費用・検体採取場所の運営経費等に対する補助を行った。（補助率１０／１０）
【補助実績】

	
	検査実施件数
	交付件数
	交付実績

	無料検査実施事業費補助金
	3,176,158件
	1,577件
	22,685,532千円

	無料検査体制整備費補助金
	
	169件
	147,982千円


（12）高齢者施設等の従事者等への頻回検査
予　算　額　　　　１０，３２６，０３８千円
決　算　額　　　　　７，４８６，９７５千円
高齢者施設等でのクラスター発生を防止するため、入所系高齢者施設等における無症状の従事者等に対し、３日に１回の抗原定性検査を実施した。
（13）検査キット配布センター事業
予　算　額　　　　１,２４６,２２３千円
決　算　額　　 　  　７３３,２４７千円
発熱外来のひっ迫を緩和するため、10～64歳で重症化リスクが低い府民が受診せずに自己検査できるよう発症時にインターネットで申込みを受け付け、無償で検査キットを配布する検査キット配布センターを設置した。
　また、新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時流行に備え、無症状の小児が発症した際に受診前に自己検査し、円滑な受診に繋げられるよう検査キットを配布するとともに、府の要請に応じ開設した臨時発熱外来に対し、新型コロナウイルス抗原・インフルエンザウイルス抗原定性同時検査キットを配布した。

（14）若年軽症者検査体制確保事業
予　算　額　　　　３，７５３，８００千円
決　算　額　　　　３，４２８，０４４千円
第７波における急激な発熱外来のひっ迫を受け、重症化リスクの高い高齢者等の受診機会及び重症化リスクが低い若年軽症者が医療機関を受診せず検査を受けられる機会を確保するため、若年軽症者に対する検査キットの無償配布を行う薬局を募り、応じた薬局に対し協力金を交付するとともに、無料で検査を実施する若年軽症者無料検査センターを設置した。

	
	協力機関数
	実績

	若年軽症者への配布事業
	1,764機関
	2,473,960千円

	若年軽症者無料検査センター
	54機関
	954,085千円


２　予防接種事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１１，５７１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　４，８２３千円
（1） HPVワクチン接種体制強化事業
HPVワクチンの積極的勧奨の再開に対応するため、府相談窓口に専門員を配置し、接種後の症状についての支援制度に関する相談対応及び受診可能機関の紹介等を行った。
また、HPVワクチンの安全性や効果に関して接種対象者やその保護者に正しい情報発信を行うため、啓発資材としてチラシや動画を作成し、医師会等の関係団体や教育庁を通じて学校関係者等に情報提供を行った。

（2） 予防接種センター機能推進事業

定期接種漏れの者に対する予防接種の実施や予防接種要注意者（基礎疾患を有する者等）が安心して予防接種を受けられるよう医療機関や保護者に対する来院相談及び電話相談等を行う予防接種センターを大阪府医師会に設置し、運営費の補助を行った。
（3） 予防接種後健康状況調査
　　より有効で安全な予防接種の実施のため、国からの委託を受け、予防接種法で定められているワクチンごとに実施医療機関を選定の上、予防接種後の健康状況調査を行った。
３　感染症指定医療機関運営補助
予　算　額　１４１，８８１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　２１，８２９千円

　　感染症患者の医療は、一定の感染防止の担保が確保された病床で行うことが必要であることから、　感染症法により医療機関の指定を行うとともに、運営費に対する補助を行った。

＜第一種感染症指定医療機関（一類感染症を担当）＞

	医  療  機  関  名
	病床数
	補  助  実  績

	大阪市立総合医療センター
	１床
	0円

	堺市立総合医療センター
	１床
	849千円

	りんくう総合医療センター
	２床
	0円

	計　
	４床
	849千円


＜第二種感染症指定医療機関（二類感染症を担当）＞

	医  療  機  関  名
	病床数
	補  助  実  績

	市立豊中病院
	14床
	16,310千円

	市立ひらかた病院
	８床
	0円

	大阪市立総合医療センター
	32床
	0円

	堺市立総合医療センター
	６床
	4,670千円

	大阪はびきの医療センター
	６床
	0円

	りんくう総合医療センター
	６床
	0円

	計　
	72床
	20,980千円


· 新型コロナウイルス感染症患者受入医療機関に対する補助事業の影響により、本補助金の実績は減少。

４　骨髄移植患者等定期予防接種ワクチン再接種事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　　　　８８０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　　　４４０千円

骨髄移植等によって免疫を失った子らへの予防接種の再接種費用を助成する市町村に対し、補助を行った。（補助率１／２）
　【補助実績】　２１市町村
５　予防接種事故救済等対策事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　２９７，５６５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額  １５８，０４９千円
　

予防接種を受けた者のうちには、接種にあたり過失等のない場合においても極めて稀であるが、重篤な副反応の生じる例が見られることから、予防接種が原因で疾病にかかり、又は障がいの状態となった者について、予防接種法に基づき、市町村長が給付した額の一部を補助した。（補助率３／４）
【補助実績】　２３市町
６　臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律に関する事務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　　　　６８３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　　　　５５千円

（1） 臨床検査技師、衛生検査技師の免許申請に関する事務

　　令和４年度において、国に進達した免許申請等の件数は次のとおりであった。
	
	新規
	籍訂正・

書換え交付
	再交付
	まっ消
（削除）
	返納

	臨床検査技師
	２６６件
	１２７件
	１１件
	１件
	０件

	衛生検査技師
	０件
	１件
	０件
	１件
	０件


（2） 衛生検査所指導事業に関する事務

　　衛生検査所指導事業については、次のとおりであった。　
	新規
登録
	登録
変更
	休廃止
	立入
調査
	検体検査用
放射線同位
元素の届出
	微生物学的
外部精度
管理調査
	総登録施設数（累計）

	１施設
	０施設
	１施設
	０施設
	０施設
	０施設
	１１施設


（3） 臨床検査技師養成所に関する事務

　　臨床検査技師養成所に係る進達件数は、次のとおりであった

	変更申請又は届出
	報告
	指定
	指定取消

	１施設
	０施設
	０施設
	０施設


７　先天性風しん症候群対策事業
予　算　額　　１０２，１９５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　６８，８５４千円

（1） 抗体検査事業

妊娠を希望する女性、その配偶者及び妊婦の配偶者3,714人を対象に、府内約1,800カ所の医療機関の協力を得て、風しん抗体検査を無料で実施した。
（2） 風しんワクチン接種補助事業

風しんの抗体が十分でないことが判明した妊娠を希望する女性、その配偶者及び妊婦の配偶者に対し、市町村を通じて風しんワクチン接種費用の一部補助を行った。（補助率１／２）
【補助実績】　４３市町村　　４０，６９０，０００円
８　エイズ予防対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

予　算　額　　４４，９５８千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　３７，６２１千円

（1） エイズに関する正しい知識の普及啓発
　　　エイズに関する正しい知識の普及啓発を図るため、ポスター・パンフレットを作成し、保健所・市町村・教育機関等に配付するとともに、男性同性愛者等の個別施策層・保健所職員・高齢者施設職員・教育関係者・医療従事者を対象とした学習会を開催するなど、啓発活動を実施した。

　　　また、府内一斉の啓発活動として、世界エイズデー（１２月１日）を中心とした１週間に、エイズ予防週間事業を実施するなど広く啓発に努めた。

（2） エイズ相談の実施
　　　感染症対策企画課・保健所において、エイズに関する府民の相談（電話・面接）に応じた。また、特定非営利活動法人チャームに委託し、英語・中国語・スペイン語・ポルトガル語による外国人エイズ電話相談を実施した。
【相談実績】2,988件（うち127件は外国人電話相談）

（3） 血液検査（ＨＩＶ検査等）の実施
ア）保健所でのＨＩＶ検査の実施

　　　　ＨＩＶ感染の早期発見と二次感染を防止するため、無料匿名によるＨＩＶ検査等（スクリーニング検査）を実施した。茨木・四條畷・藤井寺・泉佐野の４保健所では、受検者のニーズに対応するためのＨＩＶ即日検査を実施した。
イ）スマートらいふネットへの外部委託

　　　　特定非営利活動法人スマートらいふネットへの外部委託により、大阪検査相談・啓発・支援センター（chotCAST）において、無料匿名のＨＩＶ検査を火・木曜日（夜間）、土・日曜日（昼間）に実施した。
　　　　また、令和４年８月～令和４年１１月の毎月第４月曜日に、夜間即日検査（レディースデー）を４回実施した。

　　ウ）クリニック検査キャンペーンの実施

　１０か所（大阪市内７か所／その他３か所）の医療機関の協力のもと、令和４年８月２２日～９月３０日、令和４年１１月１日～１２月１７日において、ＨＩＶ検査を無料で受検できる「クリニック検査キャンペーン」を展開した。
　　エ）その他の性感染症に関する検査

　　　　保健所等において、希望する府民を対象に梅毒血清反応検査・クラミジアトラコマチス同定ＤＮＡ検査・ＨＴＬＶ－１抗体検査を実施するとともに、性感染症であるＢ型肝炎の早期発見のためにＨＢｓ抗原検査を実施した。

（4） エイズ専門相談員の派遣
　　　ＨＩＶ陽性者及びその家族の病気や日常生活に対する不安・悩みなどの精神的負担の軽減、ＨＩＶ検査陽性告知時のカウンセリングのため、医療機関からの要請に基づいてエイズ専門相談員（カウンセラー）を派遣した。
（5） 梅毒に関する正しい知識の普及啓発
梅毒に対する正しい知識の普及啓発のため、保健所・市町村に啓発カードを配付するとともに、府民向けに動画放映を行った。

【相談・検査実施状況（令和４年度）】
	
	検査数
	陽性者数

	ＨＩＶ検査
	8,389件
	37件

	
	保健所
	1,432件
	3件

	
	chotCAST
	6,692件
	33件

	
	クリニック検査
	　　265件 
	1件         

	梅毒血清反応検査
	8,178件
	438件

	
	保健所
	1,400件
	44件

	
	chotCAST
	6,513件
	323件

	
	クリニック検査
	265件
	71件

	クラミジアトラコマチス同定ＤＮＡ検査
	555件
	24件

	ＨＢｓ抗原検査
	6,886件
	19件

	ＨＴＬＶ‐１抗体検査
	12件
	2件


９　結核対策関連事業
大阪府管内における結核患者の人口10万人当たりのり患率は全国10.1に対し13.1（令和２年）と全国平均と比べ高いことから、結核対策の強化を図るとともに、正しい知識の普及啓発等を実施した。

（1） 定期健康診断
予　算　額　　１９，０６５千円
決　算　額　　１８，９３６千円

定期健康診断の実施の徹底を図るため、実施義務者である市町村長、学校長及び施設の長などを保健所を通じて指導するとともに、私立学校及び施設等の94団体に事業費の補助金を行った。（補助率２／３）
　　　　　　　　　　　　　　

（2） 接触者等に対する健康診断・普及啓発

　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　３５，１６４千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　２１，７０５千円

　　　

保健所において、感染防止のため、患者家族、患者と同居する者及び患者の接触者に対して健診を実施した。なお、特に他に感染させる恐れのある患者の家族及び保健所における結核患者登録から２年目までの患者の家族等に対して重点的に実施した。

　　　○　令和４年度　接触者健康診断実施状況

	区　　　　分
	受診者数

（人）
	発見患者数

（人）
	患者発見率

（％）

	患　者　家　族　健　診　　　　　　
	399
	2
	0.50

	接　触　者　健　診
	852
	4
	0.46

	計
	1,251
	6
	0.47


　    登録患者のうち、現在医療を受けていない者及び病状不明の者並びに保健所長が病状を把握する

    必要があると認めた者について、保健所における患者管理の一環として検診を実施した。

　　○　令和４年度　管理検診実施状況

	受診者数
	発見患者数
	患者発見率

	508人
	1人
	0.19％


　　　また、結核予防週間（9月24日～30日）を中心に保健所を通じて結核予防啓発活動を行った。
（3） 結核医療費の公費負担
　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　　７６，２６１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　７７，５１５千円

適正医療の普及による早期治療を目的に、一般患者に対する医療費の公費負担を実施するとともに、結核菌排菌患者の周囲への感染を防止するため患者又は保護者に対して結核病床を有する病院等へ入院を勧告し、その医療費の公費負担を行った。
また、結核の公費負担患者の適正医療を推進するため、結核の治療を行う病院・診療所等を感染症法に基づく医療機関として指定した（令和５年３月31日現在：3,152機関）。
  　　　　【支払実績】※扶助費のみ
	一般患者
	入院患者

	支払件数
	金額
	支払件数
	金額

	3,944件
	22,658,640円
	405件
	54,498,530円


（4） 感染症の診査に関する協議会　　　　　　　　　　　　　　
予　算　額　　６，９５１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　６，１２７千円　
感染症患者の入院勧告の要否並びに一般患者に対する医療費公費負担の申請について、必要な事項を審議するための協議会を、４箇所の保健所に設置し、計444回（保健所開催95回（24回×3協議会、23回×1協議会）、ＦＡＸ診査349回）
（5） 患者管理

　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　　２，３１０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　１，５５５千円
　　　結核患者の病状回復及び社会復帰のため、保健所に備えている結核登録票に記録することにより、　　患者の把握を行うとともに、保健師による家庭訪問指導を通じて医療中断を防止するなど、患者管　　理の徹底に努めた。
　　　また、結核の公費負担医療制度、管理検診制度においても把握の困難な結核登録者の病状につい　　て、医療機関からの情報を得て、訪問指導等迅速かつ円滑な対策につなげることにより、再発や二　　次感染の防止に努めた。
（6） 結核菌検査の強化普及

　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　　１，２２５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　　　９５４千円

在宅患者に対する結核菌検査及び薬剤感受性検査の未実施は、感染性患者の放置や適正医療の阻害につながることから、これらの検査の普及を図るため、保健所で菌検査を行い、地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所で薬剤感受性検査を実施した。

令和４年度の菌検査実施件数は、塗抹検査147件（陽性17件）、培養検査133件（陽性14件）であった。

（7） 結核対策特別促進事業

予　算　額　　　５，６８６千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　２，９００千円

高齢者などのハイリスク・デインジャー層に対する結核検診推進事業や、確実な治療支援のためのDOTS事業を行うとともに、保健所の結核予防従事者を対象に、結核研究所における研修等に派遣し、先端の知識や技術の習得に努めた。
